
愛知県観光振興基本条例 

平成二十年十月十四日 

条例第四十八号 

愛知県観光振興基本条例をここに公布する。 

愛知県観光振興基本条例 

我が国の中央に位置する本県は、豊かな自然と優れた文化遺産を有するとともに、モノづくりを資

源とした魅力ある観光資源が多数存在している。 

こうした観光資源を活用し、本県の魅力を向上させるためには、まず、県民一人ひとりが、観光に

対する理解を深めるとともに、地域の住民が誇りと愛着を持つことのできる活力に満ちた地域社会を

実現することが大切である。 

また、観光産業が、二十一世紀の我が国のリーディング産業の一つとして期待される中で、その振

興は、地域経済の発展に寄与するものである。 

本県においては、中部国際空港の開港や二千五年日本国際博覧会の開催を契機として、国内外から

の来訪者が増加しているとともに、草の根レベルでの国際交流やボランティア活動が盛んに行われる

など、県内の各地域において住民参加による相互理解と友好交流の促進に向けた取組が活発になされ

ている。 

こうした中、昨今、観光を取り巻く環境は著しく変化してきており、これまでの名所旧跡や温泉等

の観光に加えて、産業観光、武将観光を始めとするニューツーリズムなど、これまでの枠組みにとら

われない新しい観光の在り方も求められている。 

これらに適切に対処するためには、県民一人ひとりが観光振興の担い手としての認識を高めるとと

もに、観光振興のための基盤整備、県域を超えた広域連携の促進及び新しい観光にも対応した創意工

夫による積極的な施策の展開が重要である。 

このような認識の下に、県民、観光事業者及び観光関係団体と県及び市町村が連携し、地域が一体

となって、魅力ある観光地の形成を推進するため、ここにこの条例を制定する。 

（目的） 

第一条 この条例は、観光振興について、基本理念を定め、並びに県民、観光事業者及び観光関係団

体の役割並びに県の責務を明らかにするとともに、観光振興に関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、観光振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって魅力ある活力に満ちた

地域社会の実現及び県民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 観光資源 地域の自然、歴史、伝統、文化、産業その他観光振興に資する資源をいう。 

二 観光産業 旅行業、宿泊業、飲食業その他観光に関連する産業をいう。 

三 観光事業者 主として観光旅行者を対象として事業を行う事業者その他観光に関連する事業を

行う事業者をいう。 

四 観光関係団体 観光振興を目的として、観光事業者、行政機関等で構成される団体をいう。 

五 県民等 県民、観光事業者、観光関係団体、市町村その他地域社会を構成する主体をいう。 

（基本理念） 

第三条 観光振興は、県民等が地域における創意工夫を生かした主体的な取組を尊重しつつ、おもて

なしの機運を醸成し、県民が誇りと愛着を持つことができる魅力ある活力に満ちた地域社会の形成

を図ることが特に重要であるという認識の下に、その推進が図られなければならない。 

２ 観光振興は、観光産業相互の有機的な連携を図ることにより、地域の産業活動、社会活動その他

の活動を活発にすることが重要であるという認識の下に、その推進が図られなければならない。 

３ 観光振興に関する施策を講ずるに当たっては、本県には中部国際空港及び愛知県名古屋飛行場が

設置されているという特性並びに道路、鉄道及び港湾がその本来の機能のほか人々の交流の拠点と

しての機能をも有するという特性が最大限に活用されるよう配慮されなければならない。 

４ 観光振興に関する取組は、地域の生活環境、自然環境及び景観を維持しつつ、これらとの調和を

図ることが地域の魅力を向上させるという認識及び県域を超えた広域連携が重要であるという認識

の下に行われなければならない。 

 



（県民の役割） 

第四条 県民は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、観光に対する関

心及び理解を深め、魅力ある観光地の形成に主体的な役割を果たすよう努めるものとする。 

２ 県民は、地域における観光振興に関する取組に参画するよう努めるものとする。 

（観光事業者の役割） 

第五条 観光事業者は、基本理念にのっとり、事業活動を通じて、来訪者に対するサービスの向上及

びおもてなしの推進を図るとともに、観光情報の発信、観光資源の発掘及び観光に関する事業に従

事する者の育成に努めるものとする。 

２ 観光事業者は、県が実施する観光振興に関する施策及び地域における県民等の主体的な観光振興

に関する取組に協力するよう努めるものとする。 

（観光関係団体の役割） 

第六条 観光関係団体は、基本理念にのっとり、観光情報の発信、観光旅行者の誘致、観光資源の発

掘及び人材の育成等の推進を図るとともに、業種の枠を超えた連携を図りながら、観光振興に関す

る取組に努めるものとする。 

２ 観光関係団体は、県が実施する観光振興に関する施策及び地域における県民等の主体的な観光振

興に関する取組に協力するよう努めるものとする。 

（県の責務） 

第七条 県は、基本理念にのっとり、観光事業者及び観光関係団体への支援並びにこれらのものの相

互の連携促進を図るとともに、観光振興に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。 

（県と市町村との連携） 

第八条 県は、基本理念にのっとり、観光振興に関する施策の策定及び実施に当たっては、市町村と

連携するものとする。 

２ 県は、市町村が実施する観光振興に関する施策について、市町村に対し、必要な支援を行うよう

努めるものとする。 

（観光振興基本計画） 

第九条 知事は、観光振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、観光振興に関する基

本的な計画（以下「観光振興基本計画」という。）を定めるものとする。 

２ 観光振興基本計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 観光振興に関する施策についての基本的な方針 

二 観光振興に関する目標 

三 観光振興に関し、県が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

四 前三号に掲げるもののほか、観光振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要

な事項 

３ 知事は、観光振興基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、県民等の意見が反映されるよう

必要な措置を講ずるものとする。 

４ 知事は、観光振興基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを議会に報告するとともに、公表し

なければならない。 

５ 前二項の規定は、観光振興基本計画の変更について準用する。 

６ 知事は、毎年、議会に、観光振興基本計画に定められた観光振興に関する施策の実施状況に関す

る報告を提出するとともに、これを公表しなければならない。 

（魅力ある観光地の形成） 

第十条 県は、観光資源の活用による地域の特性を生かした魅力ある観光地の形成を図るため、必要

な措置を講ずるものとする。 

（観光振興のための基盤整備等） 

第十一条 県は、道路、鉄道、空港、港湾その他の観光の基盤となる交通施設及び宿泊施設、案内施

設その他の魅力ある観光地の形成に資する施設の整備並びに観光情報の提供等に関する機能の充実

に関し必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、前項の施策を講ずるに当たっては、地域の生活環境、自然環境及び景観の維持並びにこれ

らとの調和に配慮するとともに、高齢者、障害者その他特に配慮を要する観光旅行者が円滑に利用

 



 

できるよう努めるものとする。 

（地域への来訪の促進等） 

第十二条 県は、地域への来訪を促進するため、国際会議、展示会、スポーツイベントその他の行事

の誘致、開催及び効果的な広報宣伝の実施に関し必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、前項の施策を講ずることにより来訪した者の他の地域への来訪及びこれによる来訪者との

交流の促進に関し必要な施策を講ずるものとする。 

（外国人来訪者の地域への来訪の促進等） 

第十三条 県は、国内外から来訪する外国人（以下「外国人来訪者」という。）の地域への来訪の促

進により国際観光の振興を図るため、本県の観光資源の効果的な広報宣伝の実施及び外国人来訪者

を対象とした多様な観光旅行の形態の普及に関し必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、外国人来訪者との交流を促進するため、通訳案内のサービスの向上その他の外国人来訪者

の受入れの体制の整備に関し必要な施策を講ずるものとする。 

（来訪者への適切なおもてなし） 

第十四条 県は、来訪者との交流を促進するため、県民等に対し、観光資源に対する理解及び来訪者

との交流に対する意欲を増進し、並びに地域に来訪する者を適切にもてなすための情報及び学習の

機会の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（観光産業の振興） 

第十五条 県は、観光産業の振興を図るため、観光産業相互の有機的な連携を促進するとともに、観

光産業が、観光旅行者の需要の高度化及び観光旅行の形態の多様化に対応した新たな観光サービス

を提供できるよう必要な施策を講ずるものとする。 

（観光振興に寄与する人材の育成） 

第十六条 県は、観光振興に対する意欲及び知識を有する者並びに観光に関する事業に従事する指導

者の育成に必要な施策を講ずるものとする。 

（財政上の措置） 

第十七条 県は、観光振興に関する施策を推進するため必要な財政上の措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

（観光振興のための体制の整備） 

第十八条 県は、県民等と協働して観光振興に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための体制

を整備するものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


